
※人口については、平成31年３月31日現在の
　人口（41,822人）で計算しています。

平成30年度一般会計で町民一人当たりに
使われたお金（歳出）39万7,743円

町の貯金と借金（一般会計）

貯　金
（基金残高）平成30年度末

借　金
（町債残高）平成30年度末

53億8,506万円

165億5,746万円

平成30年度町民一人当たり
に換算した歳入

12万8,761円

39万5,903円

42万4,413円

民生費
52億1,029万円

31.3%

民生費
52億1,029万円

31.3%

教育費
18億5,619万円

11.2%

教育費
18億5,619万円

11.2%

公債費
13億3,128万円

8.0%

公債費
13億3,128万円

8.0%

総務費
36億8,383万円

22.1%

総務費
36億8,383万円

22.1%

衛生費
11億6,909万円
7.0%

商工費
5億8,103万円 3.5%

その他
1億2,100万円 0.8%

消防費
4億8,147万円 2.9%
消防費
4億8,147万円 2.9%

土木費
14億2,071万円

8.5%

土木費
14億2,071万円

8.5%

災害復旧費　1億9,194万円 1.2%

農林水産業費
5億8,756万円
3.5%町民一人当たり

町民一人当たり

民生費

平成30年度

※人口については、平
成31年３月31日現在
の人口（41,822人）で
計算しています。

総務費

公債費 衛生費

教育費

農林水産業費

災害復旧費 その他

土木費

商工費 消防費

町税
70億1,086万円

39.5%

町税
70億1,086万円

39.5%

地方交付税
1億6,706万円
0.9%

町債
14億1,420万円

8.0%

町債
14億1,420万円

8.0%

地方譲与税
1億9,989万円
1.1%

地方消費税交付金
7億8,869万円
4.4%

国庫支出金
23億9,739万円

13.5%

県支出金
12億4,608万円

7.0%

その他（依存財源）
1億2,720万円
0.8%

その他（自主財源）
1億4,904万円 0.9%

繰入金
21億1,070万円

11.9%

繰入金
21億1,070万円

11.9%繰越金
12億4,674万円

7.0%

繰越金
12億4,674万円

7.0%使用料・手数料
1億6,688万円
0.9% 分担金・負担金

3億2,314万円 1.8%
財産収入
4億193万円 2.3%

自主財源
114億929万円
64.3%

自主財源
114億929万円
64.3%

依存財源
63億4,051万円

35.7%

依存財源
63億4,051万円

35.7%

３１，８３２円３１，８３２円

１４，０４９円１４，０４９円

２，８９３円２，８９３円

１２４，５８３円１２４，５８３円 ８８，０８４円８８，０８４円 ４４，３８３円４４，３８３円

３３，９７０円３３，９７０円 ２７，９５４円

４，５８９円４，５８９円

１３，８９３円１３，８９３円 １１，５１３円１１，５１３円
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問
財
政
課　
財
政
係　
☎（
２
３
２
）２
１
３
０

平
成
30
年
度
決
算
に
つ
い
て
、
皆
さ
ん
か
ら
納
め
て
い
た
だ
い
た

税
金
や
、
国
・
県
か
ら
の
補
助
金
や
交
付
金
な
ど
が
ど
の
よ
う
に

使
わ
れ
た
の
か
、
一
般
会
計
を
中
心
に
お
知
ら
せ
し
ま
す
。

決算

町税の内訳
固定資産税 35億961万円 50.1%
うち土地 8億6,560万円
うち家屋 15億491万円
うち償却資産 11億499万円
うち交付金 3,411万円

個人町民税 22億3,802万円 31.9%
法人町民税 8億41万円 11.4%
町たばこ税 3億4,442万円 4.9%
軽自動車税 1億1,840万円 1.7%

その他（依存財源）の内訳
地方特例交付金 3,676万円
自動車取得税交付金 2,540万円
配当割交付金 1,687万円
ゴルフ場利用税交付金 1,451万円
株式等譲渡所得割交付金 1,337万円
利子割交付金 874万円
交通安全対策特別交付金 870万円
国有提供施設等所在市町村助成交付金 285万円

その他（自主財源）の内訳
諸収入 1億3,560万円
寄付金 1,344万円

その他の内訳
議会費 1億1,812万円
労働費 288万円

（ ）

177億4,980万円
（前年度比５億2,882万円増）

166億3,439万円
（前年度比６億6,015万円増）

歳
出

　
歳
出
を
目
的
別
に
み
る
と
、
民
生
費
が
52
億

１
，
０
２
９
万
円
で
全
体
の
31
・
３
％
を
占
め

て
最
も
多
く
、
次
い
で
総
務
費
が
36
億
８
，
３

８
３
万
円（
22
・
１
％
）、
教
育
費
が
18
億
５
，

６
１
９
万
円（
11
・
２
％
）、
続
い
て
土
木
費
、

公
債
費
の
順
と
な
っ
て
い
ま
す
。

　
歳
出
総
額
を
、
平
成
31
年
３
月
31
日
現
在
の

人
口
４
１
，
８
２
２
人
で
割
る
と
、
町
民
一
人

当
た
り
39
万
７
，
７
４
３
円
が
使
わ
れ
た
計
算

に
な
り
ま
す
。

　
次
の
ペ
ー
ジ
で
、
平
成
30
年
度
の
主
な
事
業

内
容
を
紹
介
し
ま
す
。

　
平
成
30
年
度
一
般
会
計
の
決
算
額
は
、
歳
入

が
１
７
７
億
４
，
９
８
０
万
円
、
歳
出
が
１
６

６
億
３
，
４
３
９
万
円
で
、
歳
入
か
ら
歳
出
を

差
し
引
く
と
11
億
１
，
５
４
１
万
円
の
黒
字
と

な
り
ま
し
た
。
こ
の
う
ち
５
億
４
，
４
３
４
万

円
は
令
和
元
年
度
に
繰
り
越
し
て
行
う
事
業
費

に
充
て
る
た
め
、
実
際
に
は
５
億
７
，
１
０
７

万
円
の
黒
字
で
す
。

　
ま
た
、
前
年
度
末
に
比
べ
、
町
の
貯
金
で
あ

る
基
金
は
２
億
７
，
５
１
３
万
円
増
加
し
て
５

３
億
８
，
５
０
６
万
円
に
、
町
の
借
金
で
あ
る

町
債
は
１
億
９
，
６
１
８
万
円
増
加
し
て
１
６

５
億
５
，
７
４
６
万
円
に
な
り
ま
し
た
。

歳
入

　
歳
入
は
、
町
税
や
使
用
料
な
ど
町
独
自
で
確

保
す
る
「
自
主
財
源
」
と
、
地
方
交
付
税
や
国

県
支
出
金
な
ど
国
や
県
の
基
準
に
基
づ
き
交
付

さ
れ
る
「
依
存
財
源
」
に
分
け
ら
れ
ま
す
。

　
「
自
主
財
源
」
は
全
体
の
64
・
３
％
で
、
そ

の
主
な
も
の
は
町
税
70
億
１
，
０
８
６
万
円
、

繰
入
金
21
億
１
，
０
７
０
万
円
、
繰
越
金
12
億

４
，
６
７
４
万
円
、
財
産
収
入
４
億
１
９
３
万

円
な
ど
で
す
。

　
一
方
「
依
存
財
源
」
は
全
体
の
35
・
７
％
で
、

国
庫
支
出
金
23
億
９
，
７
３
９
万
円
、
町
債
14

億
１
，
４
２
０
万
円
、
県
支
出
金
12
億
４
，
６

０
８
万
円
、
地
方
消
費
税
交
付
金
７
億
８
，
８

６
９
万
円
、
地
方
譲
与
税
１
億
９
，
９
８
９
万

円
な
ど
で
す
。

一
般
会
計
の
決
算
の
状
況

一般会計

歳出
一般会計

歳入
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土地取得
特別会計

歳入 11億4,187万円 介護保険
特別会計

歳入 25億709万円

歳出 11億4,187万円 歳出 23億9,996万円

工業団地造成
事業特別会計

歳入 3億4,055万円 後期高齢者医療
特別会計

歳入 3億7,553万円

歳出 3,375万円 歳出 3億6,543万円

国民健康保険
特別会計

歳入 38億918万円

歳出 36億3,979万円

　
平
成
30
年
度
決
算
に
基
づ
く
「
健
全
化

判
断
比
率
」
と
「
資
金
不
足
比
率
」
を
算

定
し
ま
し
た
。

　
こ
れ
は
、
こ
れ
ら
の
比
率
か
ら
地
方
公

共
団
体
の
財
政
状
況
悪
化
の
様
子
を
捉
え
、

早
い
う
ち
か
ら
健
全
化
を
図
る
こ
と
を
目

的
と
し
た
も
の
で
す
。

【
健
全
化
判
断
比
率
】

　
健
全
化
判
断
比
率
に
は
、
❶
～
❹
の
４

つ
の
指
標
が
あ
り
ま
す
。
こ
れ
ら
は
、
主

に
地
方
公
共
団
体
の
標
準
的
な
状
態
で
収

入
さ
れ
る
と
見
込
ま
れ
る
財
源
で
あ
る

「
標
準
財
政
規
模（
平
成
30
年
度
は
約
86
億

円
）」
に
対
す
る
比
率
で
す
。

　
い
ず
れ
の
指
標
も
、
早
期
健
全
化
基
準

を
下
回
っ
て
お
り
、
本
町
の
財
政
は
比
較

的
健
全
な
状
況
に
あ
る
と
い
え
ま
す
。

❶
実
質
赤
字
比
率

　
一
般
会
計
等（
下
記
対
象
範
囲
参
照
）の

実
質
赤
字
の
比
率
を
い
い
ま
す
。
当
年
度

は
約
６
億
円
の
実
質
黒
字
と
な
っ
た
た
め
、

実
質
赤
字
比
率
は
あ
り
ま
せ
ん
。

❷
連
結
実
質
赤
字
比
率

　
一
般
会
計
等
に
加
え
、
公
営
事
業
会
計

お
よ
び
公
営
企
業
会
計（
下
表
参
照
）を
連

結
し
た
実
質
赤
字
の
比
率
で
す
。
当
年
度

は
い
ず
れ
の
特
別
会
計
も
実
質
黒
字
で
あ

り
、
連
結
で
約
12
億
円
の
実
質
黒
字
と

な
っ
た
た
め
、
連
結
実
質
赤
字
比
率
は
あ

り
ま
せ
ん
。

❸
実
質
公
債
費
比
率

　
一
般
会
計
等
の
公
債
費
に
、
一
般
会
計

が
実
質
的
に
負
担
し
た
、
そ
の
他
の
特
別

会
計
の
公
債
費
な
ど
を
加
え
た
比
率
を
い

い
ま
す
。
当
年
度
は
７
・
９
％
と
な
り
ま

し
た
。

❹
将
来
負
担
比
率

　
地
方
債
残
高
や
将
来
支
払
う
可
能
性
の

あ
る
そ
の
他
の
負
担
の
比
率
を
い
い
ま
す
。

将
来
負
担
額
よ
り
充
当
可
能
財
源
な
ど
が

大
き
い
た
め
、「
︱（
数
値
な
し
）」と
な
っ

て
い
ま
す
。

特別会計
一般会計の他、５つの特別会計の決算については、次のとおりです。

資金不足比率 経営健全化基準

①下水道事業会計 ― 20.00%

②工業団地造成
　事業特別会計 ― 20.00%

※資金不足比率が経営健全化基準以上の場合は「経営健全
化団体」とされ、経営健全化計画を定めなければなりま
せん。
※「－」の表示は、赤字額がないため「数値なし」となっ
たものです。

「平成30年度決算審査」
　町監査委員からは、決算などの審査の結果、
「審査に付された各指標と算定の基礎となる事
項を記載した書類は、いずれも適正に作成され
ている。各指標を見る限り、数値に多少の増減
はあるものの、過去の数値推移から問題はなく、
町の財政運営はおおむね適正に行われていると
認識している。今後の財政運営も慎重にお願い
したい」との意見がありました。

会計等の名称 健全化判断比率

一般会計等

一般会計 実
質
赤
字
比
率 連

結
実
質
赤
字
比
率 実

質
公
債
費
比
率

将
来
負
担
比
率

土地取得特別会計

公営事業会計

国民健康保険特別会計

介護保険特別会計

後期高齢者医療特別会計

公営企業会計
下水道事業会計 資

金
不
足

比
率

工業団地造成事業特別会計

一部事務組合
・広域連合

菊池広域連合

菊池環境保全組合

大津菊陽水道企業団

熊本県市町村総合事務組合

熊本県後期高齢者医療広域連合

【健全化判断比率・資金不足比率の対象範囲】 【資金不足比率】
　公営企業の資金不足を料金収入などの規模と
比較したものです。下水道事業会計および工業
団地造成事業特別会計は実質黒字となったため、
資金不足比率はありません。

民
生
費

　
社
会
福
祉
、
老
人
福
祉
、
障
が
い
者
福

祉
、
児
童
福
祉
、
児
童
手
当
、
ひ
と
り
親

家
庭
・
寡
婦
対
策
、
保
育
所（
私
立
を
含

む
）の
運
営
な
ど
に
52
億
１
，
０
２
９
万

円
支
出
し
ま
し
た
。
う
ち
、
熊
本
地
震
関

連
で
は
、
被
災
住
宅
の
応
急
修
理
補
助
金

や
地
域
支
え
合
い
セ
ン
タ
ー
業
務
委
託
料

な
ど
合
わ
せ
て
５
，
０
８
６
万
円
支
出
し

ま
し
た
。

　
ま
た
、
国
民
健
康
保
険
特
別
会
計
へ
２

億
５
，
０
４
８
万
円
、
介
護
保
険
特
別
会

計
へ
２
億
８
，
９
７
８
万
円
繰
り
出
し
、

後
期
高
齢
者
医
療
対
策
と
し
て
広
域
連
合

へ
の
負
担
金
と
特
別
会
計
へ
の
繰
出
金
合

わ
せ
て
３
億
７
，
９
５
０
万
円
支
出
し
ま

し
た
。

総
務
費

　
各
地
区
施
設（
放
送
施
設
、
街
灯
な
ど
）

の
整
備
、
交
通
安
全
対
策
、
防
犯
灯
の
設

置
、
町
内
巡
回
バ
ス
の
運
行
、
電
算
シ
ス

テ
ム
の
運
用
、
土
地
取
得
特
別
会
計
へ
の

繰
出
金
な
ど
に
33
億
２
，
３
１
１
万
円
支

出
し
ま
し
た
。

　
ま
た
、
財
政
調
整
基
金
積
立
金
と
し
て

３
億
６
，
０
７
２
万
円
積
み
立
て
ま
し
た
。

教
育
費

　
菊
陽
北
小
学
校
大
規
模
改
造
事
業
の
工

事
費
と
し
て
２
億
３
，
３
４
２
万
円
、
菊

陽
西
小
学
校
給
食
室
増
築
事
業
の
工
事
費

と
し
て
１
億
９
２
７
万
円
、
武
蔵
ヶ
丘
中

学
校
改
修
事
業
の
工
事
費
と
し
て
２
億
４
，

６
２
５
万
円
、
各
小
中
学
校
の
運
営
費
、

外
国
青
年
招
致
事
業
、
幼
児
教
育
な
ど
に

８
億
２
，
２
２
６
万
円
、
図
書
館
や
生
涯

学
習
施
設
の
運
営
、
生
涯
学
習
、
青
少
年

育
成
、
文
化
振
興
、
人
権
教
育
・
啓
発
の

推
進
な
ど
の
社
会
教
育
費
に
３
億
６
，
９

４
７
万
円
、
社
会
体
育
に
７
，
５
５
２
万

円
支
出
し
ま
し
た
。

土
木
費

　
道
路
新
設
改
良
事
業
、
町
道
・
公
園
・

町
営
住
宅
の
維
持
管
理
な
ど
に
７
億
５
４

４
万
円
、
土
地
区
画
整
理
事
業
に
３
億
８
，

３
５
６
万
円
支
出
し
、
公
共
下
水
道
事
業

分
と
し
て
３
億
３
，
１
７
１
万
円
繰
り
出

し
ま
し
た
。

衛
生
費

　
子
ど
も
医
療
費
助
成
、
予
防
接
種
、
健

康
相
談
、
集
団
検
診
、
清
掃
費
な
ど
に
７

億
９
，
４
６
１
万
円
支
出
し
ま
し
た
。

　
ま
た
、
ご
み
処
理
の
負
担
金
と
し
て
菊

池
環
境
保
全
組
合
に
３
億
４
，
３
３
０
万

円
、
し
尿
処
理
の
負
担
金
と
し
て
菊
池
広

域
連
合
に
３
，１
１
８
万
円
支
出
し
ま
し
た
。

農
林
水
産
業
費

　
農
業
の
振
興
、
農
道
や
水
路
な
ど
の
整

備
、
町
有
林
の
管
理
な
ど
に
２
億
７
，
７

８
５
万
円
、
菊
陽
町
総
合
交
流
タ
ー
ミ
ナ

ル
施
設（
さ
ん
ふ
れ
あ
）改
修
な
ど
に
２
億

８
，
２
７
６
万
円
を
支
出
し
ま
し
た
。　

　
ま
た
、
農
業
集
落
排
水
事
業
分
と
し
て

２
，
６
９
５
万
円
繰
り
出
し
ま
し
た
。

商
工
費

　
商
工
・
観
光
振
興
に
４
，
７
０
６
万
円

を
支
出
し
ま
し
た
。
ま
た
、
企
業
誘
致
費

と
し
て
５
億
３
，
３
９
７
万
円
を
支
出
し

ま
し
た
。

消
防
費

　
菊
池
広
域
連
合
へ
の
負
担
金
と
し
て
３

億
６
，
０
７
０
万
円
支
出
し
、
消
防
団
活

動
、
各
地
区
消
防
施
設
の
整
備
な
ど
に
１

億
２
，
０
７
７
万
円
支
出
し
ま
し
た
。

災
害
復
旧
費

　
平
成
28
年
熊
本
地
震
の
復
旧
事
業
費
と

し
て
、
被
災
農
業
者
向
け
経
営
体
育
成
支

援
事
業
に
１
億
２
，
２
２
１
万
円
、
町
民

体
育
館
復
旧
事
業
に
４
，
５
８
７
万
円
、

道
路
復
旧
な
ど
に
２
，
３
８
６
万
円
支
出

し
ま
し
た
。

◦被災者支援
被災農業者向け経営体育成支援事業
� 1億2,221万円
◦災害復旧事業
町民体育館災害復旧事業

4,587万円
◦災害復興基金事業
教育集会所改築事業

9,540万円
◦災害復興関連事業
（仮称）光の森多目的広場整備事業

11億7,840万円
（仮称）防災センター整備事業

1,448万円

主な事業（抜粋）

平成28年熊本地震からの
復旧・復興事業費

総額 16億1,159万円

健全化判断比率 早期健全化基準 財政再生基準

❶実質赤字比率 ― 13.60% 20.00%

❷連結実質赤字比率 ― 18.60% 30.00%

❸実質公債費比率 7.9% 25.0% 35.0%

❹将来負担比率 ― 350.0%

※４つの指標のうち、いずれかが早期健全化基準以上の場合は「早
期健全化団体」とされ、財政健全化計画を、３つの指標のうち、
いずれかが財政再生基準以上の場合は「財政再生団体」とされ、
財政再生計画を定めなければなりません。
※「－」の表示は、赤字額がないため「数値なし」となったものです。

平
成
30
年
度
の
主
な
事
業
内
容

町
の
財
政
は
健
全
な
状
態
健
全
化
判
断
比
率
・
資
金
不
足
比
率
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